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令和６年度障害福祉サービス等報酬改定等（障害児支援）に関する 

Ｑ＆A VOL.1 

（令和６年３月 29日） 

 

【目次】 
１．障害児通所共通 

（基本報酬） 

問１ 児童発達支援及び放課後等デイサービスにおいて、時間区分が創設されたこと

に伴い、同一日に複数の障害児通所支援に係る報酬の算定が可能となるのか。 

 

問２ 児童発達支援及び放課後等デイサービスにおいて、時間区分が創設されたこと

により、送迎時間は支援の提供時間に含まれるか。 

 

問３ 個別支援計画において定めた提供時間と実際に支援に要した時間が異なる時

間となる場合（計画に定める提供時間が該当する時間区分とは、異なる時間区分と

なる場合）には、基本報酬の算定の取扱いはどのようになるか。 

 

問４ 個別支援計画において支援の提供時間が定められていない場合、どの時間区分

で請求することになるか。 

 

問５ 「個別支援計画において定めた提供時間」とは、基本報酬の時間区分（例えば

「１時間 30 分超３時間以下」等）ではなく、支援に要する具体的な提供時間（例

えば「２時間 30 分」等）を定める必要があるということで良いか。 

 

問６ 「支援の提供時間 （個別支援計画に位置付けられた内容の支援を行うのに要

する標準的な時間）を個別支援計画に定めること」とされているが、時間区分が創

設されていない、主として重症心身障害児や保育所等訪問支援等についても、同様

に支援の提供時間を個別支援計画に定める必要があるか。 

 

問７ 30 分未満の支援については、周囲の環境に慣れるために支援の時間を短時間

にする必要がある等の理由で、市町村が認めた場合に限り算定可能とされているが、

算定可能と認められる理由として、他にどのようなものが想定されるか。 

また、この場合の請求手続きは、事前に事業所から自治体に請求の可否を確認し

た上で行うということか。 

 

（中核機能強化（事業所）加算） 

問８ 加配される中核機能強化職員の要件として、①理学療法士、作業療法士、言語

聴覚士、看護職員、保育士、児童指導員又は心理担当職員であって、②その資格取

得又は任用後、障害児通所支援等の業務に５年以上従事したものであることが求め

られているが、②の業務の経験は、①の資格や職務に係る業務に限定されない（※）

と考えてよいか。 

（※）例えば、看護師免許を取得後、障害児通所支援事業所に児童指導員として２年

間、看護職員として３年間従事した場合も算定可能か。 
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問９ 加配される中核機能強化職員について、「支援を提供する時間帯は事業所で支

援に当たることを基本としつつ、支援の質を担保する体制を確保した上で、地域支

援にあたることを可能とする」とされているが、支援を提供する時間帯に地域支援

に当たるうえで、具体的にどのような体制を確保することが求められるのか。 

 

（児童指導員等加配加算） 

問 10 加配される職員について、「サービス提供時間帯を通じて事業所で直接支援に

あたることを基本とする」とされているが、サービス提供時間帯を通じて事業所に

配置することを求める現行の児童指導員等加配加算の取扱いを変更するものでは

ないと考えて良いか。 

 

問 11 経験年数を確認するため、実務経験証明書（原本）の提出は必須か。証明元の

都合（廃業等）により実務経験証明書が交付されない場合、他の手段により確認す

ることは可能か。 

 

問 12 児童福祉事業の経験年数について、児童福祉事業の範囲を明らかにされたい。

幼稚園や認定こども園の経験は入るのか。また、今回特別支援学校免許取得者が「児

童指導員等」に追加されたが、学校の経験は入るのか。 

 

問 13 児童福祉事業の経験年数について、年数としてカウントするための配置要件

や日数要件はあるか。例えば非常勤で、月１日でも勤務したら「１年」とカウント

できるのか。また、資格取得やその職種で配置される以前の経験をカウントするこ

とは可能か。 

 

（専門的支援体制加算） 

問 14 専門的支援体制加算について、専門職員の配置について、常勤により配置する

場合に、当該職員が病気で欠勤する場合や有休休暇を取得する場合であっても、配

置の要件を満たすという理解でよいか。 

 

問 15 専門的支援体制加算で保育士及び児童指導員に求められている経験年数にお

ける「児童福祉事業」は、児童指導員等加配加算における「児童福祉事業」と同じ

で良いか。教育の経験は含まれるか。 

 

（専門的支援実施加算） 

問 16 専門的支援実施計画について、具体的にどのような項目を記載することが求

められるのか。また、個別支援計画と一体的に作成することは可能か。 

 

問 17 専門的支援は、１対１の個別支援により実施することが必要か。また、理学療

法士等が対象児の支援時間を通じて直接支援を行うことが必要か。 

（強度行動障害児支援加算） 

問 18 実践研修修了者や中核的人材研修修了者（※放課後等デイサービスのみ）につ

いて、常勤や常勤専従ではない単なる配置でも算定が可能か。また、管理者や児童

発達支援管理責任者が実践研修修了者である場合に算定は可能か。  
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（医療連携体制加算Ⅶ） 

問 19 主として重症心身事業所の基準人員である看護職員が、認定特定行為業務従

事者の認定を受けた場合、加算対象となるのか。 

 

（入浴支援加算） 

問 20 浴室・浴槽・衛生上必要な設備を備え、衛生的な管理を行っていることが要件

とされているが、このほか浴室面積等の設備に係る具体的な要件はあるのか。 

 

問 21 浴室や浴槽、入浴機器は、事業所に備えていなければならないか。例えば隣接

する他の事業所や、近隣の他の事業所の設備を利用した場合の算定は認められるか。

また、湯舟ではなく、ミスト浴やシャワー浴、清拭は認められるか。 

 

（送迎加算） 

問 22 医療的ケアを必要とする重症心身障害児に対して看護師が付き添いで送迎を

行った場合には、重症心身障害児及び医療的ケア児のいずれの区分も算定可能か

（４０単位＋４０単位で８０単位とすることが可能か）。 

 

問 23 医療的ケア児の送迎について、送迎時に医療的ケアの対応が見込まれない場

合についても、看護職員等の付き添いは必須か。 

また、看護職員等を配置していない場合や、送迎の際に看護職員等が同乗しない

場合、医療的ケア児の区分の送迎加算の算定は可能か。 

 

（人工内耳装用児支援加算） 

問 24 旧主として難聴児の児童発達支援センター（主として難聴児経過的児童発達

支援給付費を算定する旧基準により運営するセンター）において、人工内耳装用児

支援加算を算定する場合、言語聴覚士の配置の要件については基準として求められ

る人員（言語聴覚士４以上）の配置をもって満たすことが可能か。 

 

（人工内耳装用児支援加算、視覚・聴覚・言語機能障害児支援加算） 

問 25 例えば、人工内耳を装用し、身体障害者手帳２級以上に該当する児童の場合、

要件を満たしていれば「人工内耳装用児支援加算」と「視覚・聴覚・言語機能障害

児支援加算」を同時に算定することが可能か。 

 

（視覚・聴覚・言語機能障害児支援加算） 

問 26 対象となる児の判定において、手帳の交付を受けていることは必須の要件か。 

また、留意事項通知で定められている手帳の等級は、総合的な判定による等級でよ

いか、あるいは、視覚、聴覚又は言語機能を理由として、それぞれの等級である必要

があるか。 

 

問 27 対象児は手帳の要件を満たしているが、配置された専門人材によるコミュニ

ケーション支援が不要の場合（例えばテクノロジーの活用などにより別途の手段で

コミュニケーションを図っている場合）に、本加算の算定は可能か。 
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（家族支援加算）（※障害児入所も共通） 

問 28 居宅を訪問して相談援助等を行う場合について、極めて短時間の場合（例えば

10 分程度の相談援助）であっても「所要時間１時間未満」として算定することが可

能か。 

 

問 29 支援に当たる者は、「指定通所（入所）基準により置くべき従業者」であるこ

とが求められるか。 

 

問 30 障害児本人が不在の中、保護者やきょうだいに対して相談援助を行った場合

は算定可能か。 

 

問 31 グループの支援について、ペアレントトレーニングの一環として、講師を招い

て講座を行う場合や、ピアの取組の一環として、保護者会を行う場合に、算定可能

か。 

 

問 32 同一の児童に係る算定回数は通算し、その合計数は月４回を限度とするとさ

れているが、「同一の児童」とは「サービスを利用している児童」ということでよい

か。（サービス利用児童がきょうだいの場合、それぞれに月４回算定可能というこ

とでよいか） 

 

（子育てサポート加算） 

問 33 きょうだいが同じ事業所を利用しており、同日に同一の場で支援を受けた場

合はそれぞれ算定可能か。 

 

（関係機関連携加算） 

問 34 電話により情報交換を行った場合は算定可能か。また、個別事案を事例としな

がら、地域の課題や支援体制などを議論・検討する会議に参加した場合に、本加算

は算定可能か。 

 

問 35 関係機関連携加算は（Ⅰ）～（Ⅲ）において同一月内の実施による算定の可否

等の併算定ルールがあるか。 

 

問 36 関係機関連携加算（Ⅱ）は、障害児相談支援事業所が主催するサービス担当者

会議への参加の場合にも算定可能か。 

 

（事業所間連携加算） 

問 37 セルフプランにより利用される事業所の全てが同一法人による運営の場合、

事業所間連携加算は算定できないとされるが、例えば同一法人運営の事業所が２、

その他の法人による事業所が１の場合、同一法人運営の事業所はそれぞれの事業所

で事業所間連携加算（Ⅰ）と同加算（Ⅱ）を算定可能か。 

 

（保育・教育等移行支援加算） 

問 38 退所後に保育所等を訪問して助言・援助を行った際に算定することを考慮し、

退所後に障害児通所支援の利用が終了する児童に対して、一定期間のサービス有効
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期間を用いる必要があるか。 

 

（個別支援計画書）※基準 

問 39 個別支援計画書の障害児相談支援事業者への交付は、個別支援計画書の更新

毎に行えば良いのか。 

 

２．児童発達支援センター 

（専門的支援実施加算） 

問 40 児童発達支援センターで、「治療が必要な肢体不自由児」に、治療以外に計画

的に個別的な支援を行う場合、加算の対象となるか。 

  また、治療を行う児童発達支援センターにおいて、診療所の人員として配置して

いる理学療法士等が、治療対象とならない児（肢体不自由児以外）に対して専門的

支援を行うことは可能か。可能な場合、「治療」と「専門的支援」の実施時間に応じ

た勤務体制を示す必要があるか。 

 

（一元化） 

問 41 福祉型の３類型（障害児、主として難聴児、主として重症心身障害児）が一元

化されることになるが、同一敷地内で障害児の児童発達支援センターと、主として

難聴児の児童発達支援センターを運営していた場合、一元化後は、一つの児童発達

支援センターとして運営しなければならないか。 

 

問 42 児童発達支援センター類型の一元化により、肢体不自由児通所医療の受給者

証への記載内容（「障害児通所給付費に係る通所給付決定事務等について」P31-32）

に変更があるか。 

 

３．児童発達支援事業 

（個別サポート加算（Ⅰ）） 

問 43 対象となる児のうち、「重症心身障害児」以外については、手帳の交付を受け

ていることが算定の要件であり、診断書等は要件にならないものと考えて良いか。

また、身体障害については、肢体不自由に限らず、内部障害等も対象になると考え

て良いか。 

 

４．放課後等デイサービス 

（通所自立支援加算） 

問 44 極めて近距離の通所は対象外とされているが、対象外となる場合の具体的な

基準はあるか。例えば徒歩５分程度の距離の場合や、目視できる近距離ではあるが

横断歩道をわたるなど支援の場面がある場合などはどうか。 

  また、居宅や学校から事業所への道のり全てにおいて支援を要するのか。例えば、

学校から学校の送迎バスで近所のバス停まで送迎され、当該バス停から事業所まで

通所自立支援を行った場合、算定可能か。 

  

問 45 職員が付き添う場合、当該職員の乗車料金等を保護者から実費で徴収するこ

とは可能か。 
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問 46 徒歩又は公共交通機関以外の通所手段、例えば自転車で通所する場合にも本

加算の算定は可能か。 

 

問 47 通所自立支援を行う場合に従業者が付き添うことを必要としているが、指定

基準により置くべき従業者に限るのか。また従業者の資格要件等の定めはあるか。 

 

（自立サポート加算） 

問 48 本加算の対象となる進路を選択する時期にある児童について、高校２年生・３

年生を基本とするとされているが、例えば同様に進路を選択する時期であり、学校

卒業後の生活を見据えた支援が必要な、中学校卒業後に進学しない児童や、高校を

中退する予定の児童も対象となり得るか。 

 

（個別サポート加算（Ⅲ）） 

問 49 本加算の対象となる不登校の状態にある障害児は、事業所が判断すれば足り

るのか。 

 

５．居宅訪問型児童発達支援、保育所等訪問支援 

（基本報酬（保育所等訪問支援）） 

問 50 保育所等訪問支援において、30 分未満の支援提供は原則報酬の算定対象外と

なったが、保護者へのフィードバックを行う時間は支援提供時間に含まれるのか。 

 

（訪問支援員特別加算） 

問 51 要件として求められる業務従事歴について、年数としてカウントするための

配置要件や日数要件はあるか。例えば非常勤で、月１日でも勤務したら「１年」と

カウントできるのか。 

  特に、保育所等訪問支援においては、「指定保育所等訪問支援等の業務に従事し

た期間」の要件があるが、例えば訪問支援を年１回でも行っていたら「１年」とカ

ウントできるのか。なお、指定保育所等訪問支援以外の業務（「等」の業務）として

どのような業務が含まれるのか。 

さらに、資格取得やその職種で配置される以前の経験をカウントすることは可能

か。 

 

問 52 要件として求められる「障害児に対する直接支援の業務、相談支援の業務その

他これらに準ずる業務」の従事歴に、医療機関や教育現場での医療的ケア児や障害

児に対する業務経験は含まれるか。 

 

６．障害児入所支援 

（要支援児童加算） 

問 53 同一児童に対する算定期間の限度（入所後何年以内など）はあるか。 

 

（経過的サービス費） 

問 54 福祉型障害児入所施設において 18 歳以上の者に給付されていた経過的サービ

ス費について、令和６年３月 31 日までの経過措置とされていたが、令和６年４月

以降の取扱い如何。 
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１．障害児通所共通 

（基本報酬） 

問１ 児童発達支援及び放課後等デイサービスにおいて、時間区分が創

設されたことに伴い、同一日に複数の障害児通所支援に係る報酬の算

定が可能となるのか。 

（答） 

○ これまで同様、同一日に複数の障害児通所支援や指定入所支援に係

る報酬は算定できない。また、保育所等訪問支援については他の障害児

通所支援を同一日に算定することは可能とするが、保育所等訪問支援

を同一日に複数回算定することができない取扱いについても同様であ

る。 

 

（基本報酬） 

問２ 児童発達支援及び放課後等デイサービスにおいて、時間区分が

創設されたことにより、送迎時間は支援の提供時間に含まれるか。 

（答） 

○ 含まれない。 

 

（基本報酬） 

問３ 個別支援計画において定めた提供時間と実際に支援に要した時

間が異なる時間となる場合（計画に定める提供時間が該当する時間

区分とは、異なる時間区分となる場合）には、基本報酬の算定の取

扱いはどのようになるか。 

（答） 

○ 以下の通り取り扱う。 

１．個別支援計画において定めた提供時間よりも、実際に支援に要した

時間が短くなった場合 

 ①利用者の都合による場合には、個別支援計画に定めた提供時間が該

当する時間区分で算定する。学校の授業が延長した場合や道路渋滞

等により通常より送迎に時間を要するなど、事業所に起因しない事

情による場合も同様とする。 

 ②事業所の都合による場合には、実際に支援に要した時間が該当する

時間区分で算定する。 

  なお、支援時間は３０分以上とすることを求めているが、①の場合

は３０分未満となった場合でも算定可能とする。②の場合は３０分

未満となった場合には算定不可とする。 
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２．個別支援計画において定めた提供時間よりも、実際の支援に要した

時間が長くなった場合 

 ・利用者の都合による場合、事業所の都合による場合、いずれにおい

ても、個別支援計画に定めた提供時間が該当する時間区分で算定す

ることを基本とする。 

 ・ただし、利用者や学校等の都合により、通常個別支援計画に定めて

いる提供時間とは異なる時間区分で算定するような状況が想定され

る場合（例えば、通常は1時間だが、学校の短縮授業等により３時

間になる日が想定される場合等）には、想定される具体的な内容を

個別支援計画に定め、必要な体制をとっている場合には算定可能と

する。 

 

〇 なお、個別支援計画において定めた提供時間と実際の支援に要した

時間に乖離がある状態が継続する場合（例えば、個別支援計画におい

て定める提供時間を３時間としながら、利用者の都合により実際の支

援に要した時間が１時間となることが、１月の利用でみて恒常的に生

じている場合）には、速やかに個別支援計画の見直しを行うこと。 

 

〇 また、実際に支援に要した時間については、日々のサービス提供記

録に記録しておくこと。 

 

（基本報酬） 

問４ 個別支援計画において支援の提供時間が定められていない場合、

どの時間区分で請求することになるか。 

（答） 

○ 個別支援計画が未作成である場合や、当初利用する予定がなかった

日に支援を提供する場合など、個別支援計画において支援の提供時間

が定められていない場合には、「30 分以上１時間 30 分以下」の時間区

分での算定とする。 

 

〇 なお、児童発達支援管理責任者が未配置であることにより、個別支援

計画の作成や見直しができない場合において、障害児等のアセスメン

トを行い支援の方針や支援目標、支援内容及びそれを実施するための

支援の提供時間を定めた個別支援計画と同様の計画を作成している場

合においては、当該支援の提供時間に基づく基本報酬の算定を可能と

する。当該計画については、あらかじめ支給決定保護者に説明を行い同
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意を得ること。 

ただし、この場合においても、個別支援計画の未作成減算が適用され

ることに留意すること。 

 

〇 また、当初利用する予定のない日に支援を提供する場合について、そ

のような利用の想定及び支援の提供時間について個別支援計画（参考

様式における別表の特記事項欄）に記載することにより、当該支援の提

供時間に応じた時間区分での算定が可能である。 

 

（基本報酬） 

問５ 「個別支援計画において定めた提供時間」とは、基本報酬の時間

区分（例えば「１時間 30 分超３時間以下」等）ではなく、支援に要

する具体的な提供時間（例えば「２時間 30 分」等）を定める必要が

あるということで良いか。 

（答） 

○ お見込みのとおり。 

 

（基本報酬） 

問６ 「支援の提供時間（個別支援計画に位置付けられた内容の支援を

行うのに要する標準的な時間）を個別支援計画に定めること」とされ

ているが、時間区分が創設されていない、主として重症心身障害児や

保育所等訪問支援等についても、同様に支援の提供時間を個別支援計

画に定める必要があるか。 

（答） 

○ 全てのサービスにおいて、支援時間は30分以上とし、30分未満の支

援の提供は原則報酬の対象外としていることから、時間区分の創設に

関わらず、児童発達支援及び放課後等デイサービスにおける主として

重症心身障害児を通わせる事業所、共生型、基準該当、保育所等訪問

支援、居宅訪問型児童発達支援においても、個別支援計画に支援の提

供時間を定めることとする。 
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（基本報酬） 

問７ 30 分未満の支援については、周囲の環境に慣れるために支援の

時間を短時間にする必要がある等の理由で、市町村が認めた場合に

限り算定可能とされているが、算定可能と認められる理由として、

他にどのようなものが想定されるか。 

また、この場合の請求手続きは、事前に事業所から自治体に請求

の可否を確認した上で行うということか。 

（答） 

○ 身近な地域に通所可能な事業所がなく、遠方から通うためにやむを

得ず支援時間が短くなる場合等が想定されるが、地域の実情に応じて

判断をされたい。 

 

〇 なお、あらかじめ市町村と協議を行い、その必要性を市町村が認めた

場合に、個別支援計画に具体的な必要性等を定めていることをもって

算定を可能とする。また、30 分未満の支援については、「30 分以上１時

間 30 分以下」の時間区分での算定となる。 

 

（中核機能強化（事業所）加算） 

問８ 加配される中核機能強化職員の要件として、①理学療法士、作業

療法士、言語聴覚士、看護職員、保育士、児童指導員又は心理担当職

員であって、②その資格取得又は任用後、障害児通所支援等の業務に

５年以上従事したものであることが求められているが、②の業務の経

験は、①の資格や職務に係る業務に限定されない（※）と考えてよい

か。 
（※）例えば、看護師免許を取得後、障害児通所支援事業所に児童指導員として２ 

年間、看護職員として３年間従事した場合も算定可能か。 

（答） 

○ お見込みの通り。 

 

（中核機能強化（事業所）加算） 

問９ 加配される中核機能強化職員について、「支援を提供する時間帯

は事業所で支援に当たることを基本としつつ、支援の質を担保する体

制を確保した上で、地域支援にあたることを可能とする」とされてい

るが、支援を提供する時間帯に地域支援に当たるうえで、具体的にど

のような体制を確保することが求められるのか。 

（答） 

○ 本加算は、地域全体の障害児支援体制の充実強化を図りながら、当
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該センター（事業所）における障害児とその家族に対する専門的な支

援・包括的な支援の提供を進めることを評価するものであり、加配さ

れる中核機能強化職員には、日頃から、その専門性や関係機関との連

携構築など地域支援の成果を活かして、当該センター（事業所）にお

ける利用者への支援、家族への支援、従業者への支援に係る助言援助

などに取り組みながら、地域支援を進めることが期待される。 

 

〇 中核機能強化職員が支援を提供する時間帯に地域支援を行うことに

ついて、具体的な制約を設けるものではないが、こうしたセンター

（事業所）での取組を基本に置きつつ、積極的に地域支援に取り組ま

れたい。 

 

（児童指導員等加配加算） 

問 10 加配される職員について、「サービス提供時間帯を通じて事業

所で直接支援にあたることを基本とする」とされているが、サービ

ス提供時間帯を通じて事業所に配置することを求める現行の児童指

導員等加配加算の取扱いを変更するものではないと考えて良いか。 

（答） 

○ 児童指導員等加配加算により加配される職員については、現行と同

様、サービス時間帯を通じて事業所に配置することが必要である。 

 

〇 また、同加算については、常時見守りが必要な障害児への支援及びそ

の障害児の家族等に対して障害児への関わり方に関する助言を行う等

の支援の強化を図るという趣旨に鑑み、加配された職員が、サービス提

供時間帯を通じて直接支援や家族支援に一切あたらない（例えば事務

作業等のみを行っている）状況は想定されていないところ、その旨を明

確化したものである。 

 

（児童指導員等加配加算） 

問 11 経験年数を確認するため、実務経験証明書（原本）の提出は必須

か。証明元の都合（廃業等）により実務経験証明書が交付されない場

合、他の手段により確認することは可能か。 

（答） 

○ 必要な実務経験の確認に当たっては、現に勤務する施設等やその他

の過去に勤務した施設等において業務内容や勤務日数を証明すること

により確認を行うことを想定している。（平成18年６月23日付け事務
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連絡参照） 

 

〇 もっとも、当該証明が困難な場合にあっては、信頼性を可能な限り

担保しつつ、例えば雇用契約書、給与明細書、勤務表等の従業者が持

つ資料等も活用しながら、他の手段により確認を行われたい。 

 

（児童指導員等加配加算） 

問 12 児童福祉事業の経験年数について、児童福祉事業の範囲を明ら

かにされたい。幼稚園や認定こども園の経験は入るのか。また、今回

特別支援学校免許取得者が「児童指導員等」に追加されたが、学校の

経験は入るのか。 

（答） 

○ 児童指導員等加配加算における「児童福祉事業に従事した経験」につ

いては、児童福祉法に規定された各種事業（※）での経験に加え、幼稚

園（特別支援学校に限らない）、特別支援学校、特別支援学級又は通級

での指導における教育の経験を含むものとする。 
（※） 

・児童福祉法第７条第１項：児童福祉施設として、助産施設、乳児院、母子生活支

援施設、保育所、幼保連携型認定こども園、児童厚生施設、児童養護施設、障害

児入所施設、児童発達支援センター、児童心理治療施設、 児童自立支援施設、児

童家庭支援センター及び里親支援センター（＊） 

・児童福祉法第１２条：児童相談所  

・児童福祉法第６条の２の２：児童発達支援、放課後等デイサービス、居宅訪問型

児童発達支援、保育所等訪問支援、障害児相談支援  

・児童福祉法第６条の３：児童自立生活援助事業、放課後等児童健全育成事業、子

育て短期支援事業、乳児家庭全戸訪問事業、養育支援訪問事業、地域子育て支援

拠点事業、一時預かり事業、小規模住居型児童養育事業、家庭的保育事業、小規

模保育事業、居宅訪問型保育事業、事業所内保育事業、病児保育事業、子育て援

助活動支援事業、親子再統合支援事業（＊）、社会的養護自立支援拠点事業（＊）、

意見表明等支援事業（＊）、妊産婦等生活援助事業（＊）、子育て世帯訪問支援事

業（＊）、児童育成支援拠点事業（＊）、親子関係形成支援事業（＊） 

 （＊）は改正児童福祉法（令和６年４月施行）により新設 

 

（児童指導員等加配加算） 

問 13 児童福祉事業の経験年数について、年数としてカウントするた

めの配置要件や日数要件はあるか。例えば非常勤で、月１日でも勤務

したら「１年」とカウントできるのか。また、資格取得やその職種で

配置される以前の経験をカウントすることは可能か。 

（答） 

○ 雇用形態や１日あたりの勤務時間数は問わないが、１年あたり180日
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以上の勤務があることを想定している。 

  また、本加算においては、資格取得やその職種で配置される以前の経

験も含むことができる。 

 

（専門的支援体制加算） 

問 14 専門的支援体制加算について、専門職員の配置について、常勤

により配置する場合に、当該職員が病気で欠勤する場合や有休休暇を

取得する場合であっても、配置の要件を満たすという理解でよいか。 

（答） 

○ お見込みのとおり。なお、欠勤等が１月以上続く場合には、配置要件

を満たさなくなるものとする。 

 

（専門的支援体制加算） 

問 15 専門的支援体制加算で保育士及び児童指導員に求められている

経験年数における「児童福祉事業」は、児童指導員等加配加算におけ

る「児童福祉事業」と同じで良いか。教育の経験は含まれるか。 

（答） 

〇 専門的支援体制加算における「児童福祉事業」に従事した経験年数に

ついては、特別支援学校、特別支援学級及び通級による指導における教

育の経験は含まれない。なお、幼稚園（特別支援学校に限らない）は含

まれる。 

 

（専門的支援実施加算） 

問 16 専門的支援実施計画について、具体的にどのような項目を記載

することが求められるのか。また、個別支援計画と一体的に作成する

ことは可能か。 

（答） 

○ 専門的支援実施加算の算定にあたっては、個別支援計画を踏まえ、

支援を提供する専門職が専門的支援実施計画を障害児ごとに作成する

ことが必要となるが、計画には、以下の項目を記載することを想定し

ている。 

 ・当該専門職によるアセスメントの結果 

 ・５領域との関係の中で、特に支援を要する領域 

 ・専門的な支援を行うことで、目指すべき達成目標 

 ・目標を達成するために行う具体的な支援の内容 

・支援の実施方法 等 

  上記の項目に限らず、ニーズに応じた専門的支援に必要であると考
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えられる項目について記載するとともに、計画的に質の高い専門的支

援を提供する上で有効な計画とすることが求められる（例えば、障害

特性を踏まえた配慮事項について記載する、個別支援計画の支援との

関連性を記載する、支援の改善が図れるような構造とするなど）。 

 

〇 なお、専門的支援実施計画は、個別支援計画とは別に作成し、あら

かじめ給付決定保護者の同意を得ることが必要である。 

 

（専門的支援実施加算） 

問 17 専門的支援は、１対１の個別支援により実施することが必要か。

また、理学療法士等が対象児の支援時間を通じて直接支援を行うこと

が必要か。 

（答） 

○ 専門的支援については、個別での実施を基本としつつ、個々のニー 

ズを踏まえた支援を確保した上で、小集団（５名程度まで）による実 

施や、理学療法士等の専門職とは別の職員を配置した上で、小集団の

組み合わせ（２の小集団まで）による実施も可能とする。 

 

〇 専門的支援の提供時間は、同日における当該障害児に対する支援時 

間の全てとする必要はないが、少なくとも30分以上を確保すること。 

 

（強度行動障害児支援加算） 

問 18 実践研修修了者や中核的人材研修修了者（※放課後等デイサー

ビスのみ）について、常勤や常勤専従ではない単なる配置でも算定が

可能か。また、管理者や児童発達支援管理責任者が実践研修修了者で

ある場合に算定は可能か。  

（答） 

○ いずれも可能である。なお、実践研修修了者が児童発達支援管理責任

者である場合、支援計画シート等に基づく強度行動障害を有する児へ

の直接支援は別の者が行うことが必要であることに留意すること。 

 

（医療連携体制加算Ⅶ） 

問 19 主として重症心身事業所の基準人員である看護職員が、認定特

定行為業務従事者の認定を受けた場合、加算対象となるのか。 

（答） 

○ 対象とはならない。 
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（入浴支援加算） 

問 20 浴室・浴槽・衛生上必要な設備を備え、衛生的な管理を行ってい

ることが要件とされているが、このほか浴室面積等の設備に係る具体

的な要件はあるのか。 

（答） 

○ 具体的な平米数等による面積等の要件は定めていないが、入浴支援

の対象となる障害児の身体の状況や特性等に応じて、安全かつ適切な

入浴支援の提供が可能な構造や面積等を有する必要がある。 

 

（入浴支援加算） 

問 21 浴室や浴槽、入浴機器は、事業所に備えていなければならない

か。例えば隣接する他の事業所や、近隣の他の事業所の設備を利用し

た場合の算定は認められるか。また、湯舟ではなく、ミスト浴やシャ

ワー浴、清拭は認められるか。 

 

（答） 

○ 浴室や浴槽、入浴機器は、事業所において備えることを基本とする

が、同一法人により運営される隣接する事業所の設備を共用すること

も可能とする（異なる法人の事業所や、同一法人であっても隣接しな

い事業所の設備によることは、認められない）。 

 

〇 本加算の対象となる重症心身障害児又は医療的ケア児の状態や特性

に応じて、ミスト浴やシャワー浴も認められる。なお、浴槽を使用し

ない入浴方法で支援を行う事業所にあっては、浴槽を備えていない場

合であっても、当該入浴方法で安全かつ適切に入浴支援を行うために

必要な入浴機器と入浴環境を備えている場合には、本加算の算定を可

能とする。 

清拭は認められない。 

 

〇 なお、児童発達支援の一環で行われる水遊びや、洗身とはいえな

い、単にシャワーを浴びさせる等は入浴支援には当たらない。 
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ハイライト表示

Administrator
ハイライト表示

Administrator
ハイライト表示
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（送迎加算） 

問 22 医療的ケアを必要とする重症心身障害児に対して看護師が付き

添いで送迎を行った場合には、重症心身障害児及び医療的ケア児のいず

れの区分も算定可能か（４０単位＋４０単位で８０単位とすることが可

能か）。 

（答） 

○ 医療的ケア児の区分のみを算定するものとする（４０単位）。なお、

医療濃度の高い児の場合には、中重度医療的ケア児の区分（８０単位）

を算定することが可能である。 

 

（送迎加算） 

問 23 医療的ケア児の送迎について、送迎時に医療的ケアの対応が見

込まれない場合についても、看護職員等の付き添いは必須か。 

また、看護職員等を配置していない場合や、送迎の際に看護職員等

が同乗しない場合、医療的ケア児の区分の送迎加算の算定は可能か。 

（答） 

○ 当該障害児の状態や必要とする医療的ケアを踏まえ、看護職員等の

付き添いがなくても安全に送迎の実施が可能である場合には、必ず付

き添いを求めるものではない。ただし、看護職員等が同乗しない場合に

は、医療的ケア児の区分による送迎加算は算定できない。 

 

（人工内耳装用児支援加算） 

問 24 旧主として難聴児の児童発達支援センター（主として難聴児経

過的児童発達支援給付費を算定する旧基準により運営するセンター）

において、人工内耳装用児支援加算を算定する場合、言語聴覚士の配

置の要件については基準として求められる人員（言語聴覚士４以上）

の配置をもって満たすことが可能か。 

（答） 

○ 可能である。なお、言語聴覚士の配置や聴力検査室の設備のほか、

医療機関との連携体制の確保や関係機関への支援など新たな要件が設

定されており、これらを満たすことが求められることに留意するこ

と。 

 

Administrator
ハイライト表示

Administrator
ハイライト表示
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（人工内耳装用児支援加算、視覚・聴覚・言語機能障害児支援加算） 

問 25 例えば、人工内耳を装用し、身体障害者手帳２級以上に該当す

る児童の場合、要件を満たしていれば「人工内耳装用児支援加算」と

「視覚・聴覚・言語機能障害児支援加算」を同時に算定することが可

能か。 

（答） 

○ 可能である。 

なお、「人工内耳装用児支援加算」で配置が求められる言語聴覚士

が、「視覚・聴覚・言語機能障害児支援加算」で配置が求められる意

思疎通に関し専門性を有する者」の要件を満たす者である場合、当該

者の配置及び支援をもってこれらの要件を満たすこととすることが可

能である。 

 

（視覚・聴覚・言語機能障害児支援加算） 

問 26 対象となる児の判定において、手帳の交付を受けていることは

必須の要件か。 

また、留意事項通知で定められている手帳の等級は、総合的な判定

による等級でよいか、あるいは、視覚、聴覚又は言語機能を理由とし

て、それぞれの等級である必要があるか。 

（答） 

○ 身体障害者手帳の交付を受けていることが基本となる。ただし、年

齢等により手帳の判定・取得が困難な事情がある場合であって、同等

の障害の程度であると市町村が判断した場合には、対象とすることも

可能とする。 

 

〇 手帳の等級については、総合的な判定による等級ではなく、視覚、

聴覚又は言語機能を理由として、それぞれの等級であることが必要で

ある。 

 

（視覚・聴覚・言語機能障害児支援加算） 

問 27 対象児は手帳の要件を満たしているが、配置された専門人材に

よるコミュニケーション支援が不要の場合（例えばテクノロジーの活

用などにより別途の手段でコミュニケーションを図っている場合）

に、本加算の算定は可能か。 

（答） 

○ 不可である。本加算においては、対象児に対して、意思疎通に専門



18 

 

性を有する人材がコミュニケーション支援を行いながら、発達支援を

行うことを評価するものであり、コミュニケーション支援が実質的に

不要で、これを行わない場合には、算定することはできない。 

 

（家族支援加算）（※障害児入所も共通） 

問 28 居宅を訪問して相談援助等を行う場合について、極めて短時間

の場合（例えば１０分程度の相談援助）であっても「所要時間１時間

未満」として算定することが可能か。 

（答） 

○ 居宅を訪問しての個別の相談援助については、３０分以上行うこと

を基本としつつ、障害児や家族の状況から短時間でも訪問しての相談

援助を行う必要がある場合や、利用者の都合により相談援助時間が短

くなってしまった場合には、同加算の「所要時間１時間未満」の区分

の算定を可能としている。 

  このため、事前の計画では３０分以上の相談援助となるよう設定す

ること。 

  なお、事業所において個別の相談援助を行う場合や、グループの相

談援助を行う場合は、３０分未満の相談援助については本加算の算定

は認められないことに留意されたい。 

 

（家族支援加算）（※障害児入所も共通） 

問 29 支援に当たる者は、「指定通所（入所）基準により置くべき従業

者」であることが求められるか。 

（答） 

○ 個別、グループ、訪問による場合、事業所内で実施する場合、いず

れの場合においても、相談援助に当たる職員は、指定基準により置く

べき従業者に限ることを求めるものではないが、適切に家族支援を実

施できる従業者によるとともに、基準により置くべき従業者を中心

に、事業所としてフォローできる体制をとりながら支援を進めるこ

と。 

 

 

（家族支援加算）（※障害児入所も共通） 

問 30 障害児本人が不在の中、保護者やきょうだいに対して相談援助

を行った場合は算定可能か。 
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（答） 

○ 可能である。なお、相談援助の内容に応じて、障害児の状態等の確

認が必要な場合には同席の下で行うなど、相談の対象や内容に応じ

て、効果的な相談援助となるよう努めること。 

 

（家族支援加算）（※障害児入所も共通） 

問 31 グループの支援について、ペアレントトレーニングの一環とし

て、講師を招いて講座を行う場合や、ピアの取組の一環として、保護

者会を行う場合に、算定可能か。 

（答） 

○ 支援の一環として、講師を招いた講座の実施や保護者同士の交流を

行うことは可能であるが、その場合であっても事業所の従業者がファ

シリテーターなどとして参画し、相談援助を行うことが必要であり、

事業所の従業者が介在しない支援については算定されない。 

 

（家族支援加算） 

問 32 同一の児童に係る算定回数は通算し、その合計数は月４回を限

度とするとされているが、「同一の児童」とは「サービスを利用して

いる児童」ということでよいか。（サービス利用児童がきょうだいの

場合、それぞれに月４回算定可能ということでよいか） 

（答） 

○ きょうだいで利用している場合、家族支援加算はそれぞれのきょう

だいにつき月４回ずつ算定可能である。 

 

（子育てサポート加算） 

問 33 きょうだいが同じ事業所を利用しており、同日に同一の場で支

援を受けた場合はそれぞれ算定可能か。 

（答） 

○ それぞれ算定可能である。 

  ただし、相談援助を行う保護者は一人であったとしても、きょうだい

それぞれの特性や、特性を踏まえた関わり方等について相談援助を行

う必要があることに留意すること。 

 



20 

 

（関係機関連携加算） 

問 34 電話により情報交換を行った場合は算定可能か。また、個別事

案を事例としながら、地域の課題や支援体制などを議論・検討する会

議に参加した場合に、本加算は算定可能か。 

（答） 

○ 関係機関連携加算（Ⅰ）～（Ⅲ）は、会議の開催又は参加による情報

連携を基礎として評価を行うものであり、電話による情報交換のみを

もって算定することは認められない。なお、会議の機会のみでなく、日

頃からの連携体制を確保することを求めており、その際には電話によ

る情報交換なども活用されたい。 

 

〇 また、本加算は加算対象となる障害児に係る情報連携を評価するも

のであり、会議においては当該障害児に関しての具体的な情報共有や

連絡調整が求められるところ、地域の課題を検討するための一事例と

して議論する会議については算定されない。 

 

（関係機関連携加算） 

問 35 関係機関連携加算は（Ⅰ）～（Ⅲ）において同一月内の実施によ

る算定の可否等の併算定ルールがあるか。 

（答） 

〇 （Ⅰ）は保育所等施設との間で個別支援計画の作成又は見直しに係る

会議を開催すること、（Ⅱ）は保育所等施設との間で（Ⅰ）以外の場合

において、日々の児童の心身の状況や生活環境等の情報共有のための

会議を開催又は会議に参加することを評価するものであり、いずれも

保育所等施設との間での情報共有を評価するものであるため、同一月

においては、いずれか１回の算定に限る。 

 

〇 また、（Ⅲ）は児童相談所等関係機関との間で児童の心身の状況や生

活環境等の情報共有のための会議を開催又は会議に参加することを評

価するものであり、（Ⅰ）又は（Ⅱ）と同一月に、それぞれ 1 回ずつ、

算定することが可能である。なお、（Ⅰ）又は（Ⅱ）と、（Ⅲ）の会議参

加者が同一の場合においては算定できないことする。 

 

（関係機関連携加算） 

問 36 関係機関連携加算（Ⅱ）は、障害児相談支援事業所が主催するサ

ービス担当者会議への参加の場合にも算定可能か。 
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（答） 

〇 児童福祉法に基づく指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に

関する基準省令第 15 条において「指定児童発達支援事業者は、指定児

童発達支援の利用について市町村又は障害児相談支援事業を行う者が

行う連絡調整に、できる限り協力しなければならない」と定められてお

り、サービス担当者会議への出席依頼等に対して、指定通所支援の円滑

な利用の観点から協力を求められていることからも、当該加算による

評価を行わない（算定されない）。 

 

（事業所間連携加算） 

問 37 セルフプランにより利用される事業所の全てが同一法人による

運営の場合、事業所間連携加算は算定できないとされるが、例えば同

一法人運営の事業所が２、その他の法人による事業所が１の場合、同

一法人運営の事業所はそれぞれの事業所で事業所間連携加算（Ⅰ）と

同加算（Ⅱ）を算定可能か。 

（答） 

○ 可能である。 

 

（保育・教育等移行支援加算） 

問 38 退所後に保育所等を訪問して助言・援助を行った際に算定する

ことを考慮し、退所後に障害児通所支援の利用が終了する児童に対し

て、一定期間のサービス有効期間を用いる必要があるか。 

（答） 

○ 支給決定期間とサービスの利用終了月が同一の場合、サービス利用

終了から起算して６月の範囲内で支援が終了した後に支給決定期間と

終期月分として改めて請求すること。 

 

〇 支給決定の有効期間内にサービスを受ける必要がなくなった（サー

ビスの利用を終了した）場合、支給決定の有効期間内の支援として通常

のとおり請求すること。 

 

※ 令和３年度障害福祉サービス等報酬改定等に関するＱ＆Ａ VOL.2

（令和３年４月８日）問 33 を参照。 
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（個別支援計画書）※基準関係 

問 39 個別支援計画書の障害児相談支援事業者への交付は、個別支援

計画書の更新毎に行えば良いのか。 

（答） 

○ お見込みのとおり。 

 

２．児童発達支援センター 

（専門的支援実施加算） 

問 40 児童発達支援センターで、「治療が必要な肢体不自由児」に、治

療以外に計画的に個別的な支援を行う場合、加算の対象となるか。 

  また、治療を行う児童発達支援センターにおいて、診療所の人員と

して配置している理学療法士等が、治療対象とならない児（肢体不自

由児以外）に対して専門的支援を行うことは可能か。可能な場合、「治

療」と「専門的支援」の実施時間に応じた勤務体制を示す必要がある

か。 

（答） 

○ 治療を行う時間帯以外であれば、加算の対象となる。 

 

〇 診療所での勤務時間と、児童発達支援センターの勤務時間が明確に

分けられている場合には、算定が可能である。 

 

（一元化） 

問 41 福祉型の３類型（障害児、主として難聴児、主として重症心身障

害児）が一元化されることになるが、同一敷地内で障害児の児童発達

支援センターと、主として難聴児の児童発達支援センターを運営して

いた場合、一元化後は、一つの児童発達支援センターとして運営しな

ければならないか。 

（答） 

〇 同一敷地内において複数の事業所が1又は複数の指定障害福祉サービ
スを実施する場合については、1の指定障害福祉サービス事業所又は1
の多機能型事業所として取り扱わなければならない。 

 

〇 ただし、旧医療型児童発達支援事業所、旧主として難聴児を通わせ
る指定児童発達支援事業所、旧主として重症心身障害児を通わせる指
定児童発達支援事業所が一元化移行後も、同一敷地内において事業所
ごとに運営が完全に独立している場合は、それぞれの事業所として取
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り扱うことができる。独立した事業所としての判断基準は、以下のと
おりである。 

 ア サービスの提供が一体的に行われていない。 

 イ 事業所ごとに必要とされる従業員が確保されている。 

 ウ 事業所ごとに必要な設備が備えられている。(ただし、レクリエー
ション等を行う遊戯室など、サービス提供に直接的な関わりのな
い設備については、共用して差し支えない。) 

 

（一元化） 

問 42 児童発達支援センター類型の一元化により、肢体不自由児通所

医療の受給者証への記載内容「障害児通所給付費に係る通所給付決定

事務等について」に変更があるか。 

（答） 

〇 肢体不自由児通所医療費に関する記載内容に変更はない。 

 

３．児童発達支援事業 

（個別サポート加算Ⅰ） 

問 43 対象となる児のうち、「重症心身障害児」以外については、手帳

の交付を受けていることが算定の要件であり、診断書等は要件になら

ないものと考えて良いか。また、身体障害については、肢体不自由に

限らず、内部障害等も対象になると考えて良いか。 

（答） 

○ お見込みのとおり。 

 

４．放課後等デイサービス 

（通所自立支援加算） 

問 44 極めて近距離の通所は対象外とされているが、対象外となる場

合の具体的な基準はあるか。例えば徒歩５分程度の距離の場合や、目

視できる近距離ではあるが横断歩道をわたるなど支援の場面がある

場合などはどうか。 

  また、居宅や学校から事業所への道のり全てにおいて支援を要する

のか。例えば、学校から学校の送迎バスで近所のバス停まで送迎され、

当該バス停から事業所まで通所自立支援を行った場合、算定可能か。 

（答） 

○ 同一敷地内での通所はもとより、学校の目の前に事業所がある場合
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や、徒歩数分の距離の通所などについては、その間に横断歩道などの

場面があるとしても、加算により評価する通所自立支援に当たるとは

考えられず、本加算は算定できない。 

 

〇 また、居宅や学校から事業所への道のりの途中までを別途の手段で

移動し、途中の地点から事業所に移動する場合、それが日々変わるも

のでなく固定された通所経路である場合には、当該地点からの通所自

立支援をもって本加算を算定し得る。ただし、この場合においても、

極めて近距離の通所は対象外であることに留意すること。 

  

（通所自立支援加算） 

問 45 職員が付き添う場合、当該職員の乗車料金等を保護者から実費

で徴収することは可能か。 

（答） 

○ 職員の乗車料金等について、保護者から徴収することはできない。な

お、障害児本人の乗車料金については、利用者側が準備して利用者側が

負担の上、支援に当たること。 

 

（通所自立支援加算） 

問 46 徒歩又は公共交通機関以外の通所手段、例えば自転車で通所す

る場合にも本加算の算定は可能か。 

（答） 

○ 可能である。通所手段については、障害児の状態や特性、通所経路、

地域の交通事情等に応じて、徒歩又は公共交通機関以外の選択肢もあ

ると想定される。ただし、通所手段も含め、安全性を確保した支援とす

る必要があることに留意すること。 

 

〇 なお、本加算は自立した通所に向けた支援への評価であり、例えば、

自転車の後部座席に乗せて送迎する場合など、支援の要素が乏しく送

迎の要素の強い形態による場合には算定されない。 

 

 

（通所自立支援加算） 

問 47 通所自立支援を行う場合に従業者が付き添うことを必要として

いるが、指定基準により置くべき従業者に限るのか。また従業者の資

格要件等の定めはあるか。 
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（答） 

〇 当該加算は学校・居宅等と事業所間の移動について、安全な通所を確

保する観点から十分なアセスメントを行い、障害児の状態や特性を踏

まえて自立して通所が可能となるよう計画的に通所自立支援を放課後

等デイサービスの従業者が行った場合に算定するものである。 

 

〇 通所自立支援に当たる従業者は、指定基準により置くべき従業者に

限ることを求めるものではないが、当該加算の主旨を踏まえて、適切に

通所自立支援を実施できる従業者を配置いただきたい。 

 

（自立サポート加算） 

問 48 本加算の対象となる進路を選択する時期にある児童について、

高校２年生・３年生を基本とするとされているが、例えば同様に進路

を選択する時期であり、学校卒業後の生活を見据えた支援が必要な、

中学校卒業後に進学しない児童や、高校を中退する予定の児童も対象

となり得るか。 

（答） 

○ なり得る。この場合、卒業、中退などが予定される日から遡って１年

間の期間を支援の対象期間とする（例えば中学校卒業後に進学しない

児童の場合、中学３年生の期間を対象とする）。 

 

（個別サポート加算（Ⅲ）） 

問 49 本加算の対象となる不登校の状態にある障害児は、事業所が判

断すれば足りるのか。 

（答） 

○ 本加算は、不登校の状態にある障害児に対して発達支援を行うこと

に加え、学校及び家庭との連携を緊密に図りながら支援を進めること

を要件としており、 

・ 事業所が、不登校の状態にあると考えた障害児について、 

・ 保護者の同意を得た上で、 

・ 学校と情報共有を行い、事業所と学校の間で、緊密な連携を図りな

がら支援を行うことが必要であると判断された場合に、 

支援の取組を進めていくことを想定している。 

 

〇 なお、取組の中では、月１回以上、学校と情報共有等を行うことを求

めており、その際、障害児の不登校の状態について確認を行い、事業所

と学校の間で、本加算による支援の継続の要否について検討を行うこ
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ととしている。 

 

５．保育所等訪問支援、居宅訪問型児童発達支援 

（基本報酬（保育所等訪問支援）） 

問 50 保育所等訪問支援において、30 分未満の支援提供は原則報酬の

算定対象外となったが、保護者へのフィードバックを行う時間は支援

提供時間に含まれるのか。 

（答） 

○ 含まれない。 

 

（訪問支援員特別加算） 

問 51 要件として求められる業務従事歴について、年数としてカウン

トするための配置要件や日数要件はあるか。例えば非常勤で、月１日

でも勤務したら「１年」とカウントできるのか。 

  特に、保育所等訪問支援においては、「指定保育所等訪問支援等の

業務に従事した期間」の要件があるが、例えば訪問支援を年１回でも

行っていたら「１年」とカウントできるのか。なお、指定保育所等訪

問支援以外の業務（「等」の業務）としてどのような業務が含まれる

のか。 

さらに、資格取得やその職種で配置される以前の経験をカウントす

ることは可能か。 

（答） 

○ 雇用形態や１日あたりの勤務時間数は問わないが、１年あたり180

日以上の勤務があることを想定している。 

   

〇 保育所等訪問支援等の業務に従事した期間については、保育所等訪

問支援のほか、自治体の事業に基づき地域の保育所や障害児通所支援

事業所等に対して助言・援助を行う業務を含むものとしており、巡回

支援専門員の業務や療育等支援事業による業務などが想定される。 

 

〇 これらの業務に従事した期間については、訪問支援を実施した日が

１年あたり60日以上あることを想定している。 

 

〇 本加算においては、資格取得やその職種で配置される以後の経験を

カウントするものとし、それ以前の経験は含まない。 
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（訪問支援員特別加算） 

問 52 要件として求められる「障害児に対する直接支援の業務、相談

支援の業務その他これらに準ずる業務」の従事歴に、医療機関や教育

現場での医療的ケア児や障害児に対する業務経験は含まれるか。 

（答） 

○ 含まれる。 

  

６．障害児入所支援 

（要支援児童加算） 

問 53 同一児童に対する算定期間の限度（入所後何年以内など）はあ

るか。 

（答） 

○ 期間の限度は設定していない。 

 

（経過的サービス費） 

問54 福祉型障害児入所施設において18歳以上の者に給付されていた

経過的サービス費について、令和６年３月 31 日までの経過措置とさ

れていたが、令和６年４月以降の取扱い如何。 

（答） 

○ 経過的サービス費は、令和６年３月31日の経過措置期間の満了に伴

い廃止された。 

 

〇 なお、改正児童福祉法（令和６年４月施行）において、①障害児入

所施設から成人としての生活への移行調整の責任主体（都道府県及び

政令市）を明確化する、②強度行動障害を有する者などについて２３

歳に達するまで入所継続を可能とする制度見直しが行われている。 

 

〇 障害児入所施設における成人としての生活に向けた移行支援につい

ては、移行支援計画の作成とそれに基づく支援を求めるとともに、関

係機関連携や体験利用支援に関して新たな加算を創設したところであ

り、これらを活用して移行支援を進められたい。 

 




